１．仮想通貨って何？身近な「お金」との違いとそのメリットについて

読者の皆さんの中で仮想通貨という言葉を耳にされた方も多いかと思います。しかし、仮想通貨が具体的にどういったものなのか、仕組みはどのようになっているのか説明できる方は少ないのではないでしょうか。
仮想通貨は暗号資産（英語ではcryptocurrency）とも呼ばれ、金融庁所管の「賃金決済に関する法律 第二条五項」にて以下のような性質を持つものと定義されています。

・不特定の者に対して代金の支払い等に使用でき、かつ、法定通貨（日本でいえば円、アメリカでいえばドル）と相互に交換できる
・電子的に記録され、移転できる
・法定通貨または法定通貨建ての資産（Suica、ICOCAなどのプリペイドカードなど）ではない

噛み砕くと、インターネット上で使うことのできるデジタル通貨と言い換えることができます。現金のように紙幣や硬貨などの実態は存在しません。
仮想通貨と電子マネーを混同してとらえる方も多くいるので、その違いを説明しておきましょう。

電子マネーは日本の通貨である「円」をチャージして使用するものです。現金を電子化して決済を簡素化して便利にしたものですので、本質的には通貨の「円」であり、日本でのみ使用することができます。

それに対し、仮想通貨は「円」を両替して使うため、本質的には「円」と異なります。法定通貨と同じように、インターネット上の通販サービスやサイトで価値のあるものとして認めれば、商品やサービスと交換することができます。インターネット上のため、国境がなく、世界各国で使うことができます。

これでもイメージしにくいと思いますので具体例を出しましょう。

皆さんがパソコンやスマートフォンでゲームをしているとします。その時、良いアイテムをゲットしたいと思った時に、課金することがありますね。この場合、円やドルをゲーム上でそのまま利用するのではなく、ゲーム上の通貨と交換し、それが使えるゲーム上の店舗でアイテムを購入することができます。円やドルとは異なりますが、インターネット上では価値が認められている仮想の通貨になるわけです。
アマゾンや楽天などの通販サイトでのみ使用することのできるポイントも同じような位置づけです。そのサイトで現金をポイントなどに変換し、物品やサービスと交換ができるわけです。
仮想通貨も同じで、その価値を保証してくれる場所でのみ使うことができます。

仮想通貨の入金、換金をする事業者を暗号資産交換業者としい、金融庁と財務局の登録を受けた者のみがそれを行うことができます。

仮想通貨は銀行などの第三者機関を介することなく、財産的価値をやり取りすることが可能な仕組みとして、現在注目を集めています。

ただ、仮想通貨は国や中央銀行によって発行された法定通貨ではありません。そのため、需要と供給の関係、その他諸要因で価値が大きく変動する可能性があります。さらに詐欺事例も多く報告されており、しっかりとした知識を持つことが重要です。

ではまず仮想通貨にどんなメリットがあるのかご説明しましょう。
特筆すべきなのは送金にかかるコストが圧倒的に安い、または無料であることです。更に、手続きにかかる時間も短いものが多いです。
何か商品やサービスを購入するのには現金やクレジットカードを使った決済を活用している方も多いと思います。現金、クレジットカードも便利な決済の手段ですが、それぞれリスクがあります。

まず、現金は実態があるため、紛失や盗難などに合うリスクが伴います。何千万円、何億円の現金ならなおさらで、皆さんは銀行などに預け、そのリスクを低減させているのです。

一方、クレジットカードはカードやアカウントで決済ができるため、紛失、盗難のリスクは現金に比べ少ないですが、決済される店舗側はリスクを背負っています。実は、クレジットカードで決済ができるのは、売上高が一定規模以上の企業や店舗に限られており、規模の小さいお店や地方の個人事業主の方々がクレジット決済で代金を受領するのはかなり難しいのです。
さらに、カード会社の審査を通ったとしても手数料という壁が立ちはだかります。一般にクレジットカード決済により発生する手数料は4%前後と言われています。それに対し、企業の営業利益比率は平均で3%程度ですので、手数料を支払ってしまうと利益がほぼ残りません。

それに対し、仮想通貨による決済では、誰でも安い手数料でかつ簡単に支払い、受け取りをすることができます。このメリットは海外でより顕著になってきます。
日本国内では、自分の銀行口座を保有している方が多いと思いますが、海外では持っていない人は珍しくありません。平均賃金の安い中国や、東南アジア、アフリカ諸国から日本や欧米など賃金の高い国に出稼ぎに来て、収入として得たお金を母国に送ります。

そのとき口座がなければ送金はもちろんできませんし、あったとしてもお金を国際送金する際の手数料は割高です。一回の取引に3,000円前後から、高い場合は5,000円程度かかることがあります。更に、面倒な手続きと振り込みが完了するまでに長い時間がかかります。
一方で、銀行口座を持っていない方は少なくても、スマートフォンを持っている方の数は平均賃金が安い諸国でも多くなっています。そのため、現金を送金する代わりに仮想通貨を送るようにすれば、前述した問題は解決され、簡単に決済と送金・入金の確認をすることができます。

更にもう一つ、現金にはないメリットがあります。それは、要望に応じて機能を追加、アップデートすることができることです。仮想通貨は決済や送金だけでなく、契約書の代わりとして使う機能も付与されはじめ、日に日に便利になっています。前述の手数料や送金にかかる手続きもより安く、簡便になっていくと思われます。

このような事情から今後ますます仮想通貨が拡がっていくと考えられています。
















2． 仮想通貨誕生の歴史について

ではこの仮想通貨はどのように誕生し、拡がっていったのでしょうか。

始まりは2008年にさかのぼります。その年の10月、正体不明の中本哲史（SATOSHI NAKAMOTO）と名乗る経済学者が投稿したインターネット上の論文によって、「仮想通貨」の概念が提唱されました。

その後2009年1月に、最初の仮想通貨「ビットコイン」の理論を実現するためのソフトウェアがオープンソースで開発・公開されました。
同年10月には法定通貨との交換レートが提示され、交換取引がなされました。この時、1ビットコインは日本円で0.07円でした。
2010年7月にはビットコイン取引所Mt.Gox（マウントゴックス）がサービスを開始しました。この時には、1ビットコインの価格は7.0円です。
それから2014年にかけてシンガポールをはじめ、世界各国に取引所が開設されました。この時、1ビットコインの価格は64,774円まで上がっています。

2017年にはネット証券やFXを運営するGMOグループが取引所を開設し、GMOコインというサービスを開始しました。この時、1ビットコインの価格は267,284円まで上がっています。
同年末には、日本円とビットコイン取引で史上最高価格を記録しました。なんと、1ビットコイン2,350,517円です。

このように、正体不明の人物から発案された仮想通貨が僅か10年もたたずに取引のできるサービスとして進化し、世界各国へと広がりました。価値もそれに合わせて急激に高騰してきました。










３．日本と諸外国での仮想通貨の現状

日本は世界に比べてキャッシュレス化の動きが鈍く、現金至上主義の人口の割合が依然として多くいます。ただ、世界の流れにおされ日本でも急速にキャッシュレス化の動きが進んでいます。2019年10月1日の消費税増税に併せて実施されたキャッシュレス・ポイント還元事業に伴い、クレジット決済やQRコード決済をスタートされた方も多いのではないでしょうか。

そんなキャッシュレス化の動きに伴い、仮想通貨を決済方法の一つとして取り入れる企業も増えてきました。いくつか例を挙げると、DVDレンタルや通販、動画配信を手掛けているDMM.com、大手家電量販店のビッグカメラ、コジマ、ソフマップ、国内外の旅行代理店のH.I.Sなどです。仮想通貨を利用した決済のやり方は、第五章で詳細に説明します。

世界に目を向けてみると、最も主流な仮想通貨であるビットコインを決済として採用している店舗の数は2014年から2019年にかけて約6倍になっています。地域別にみるとアジア、東南アジア、ヨーロッパ、アメリカと世界各国にわたります。特に、アルゼンチンなどの南アメリカ諸国での急増が目立っています。おそらく、経済状態の悪化により法定通貨への信用が低下しているためだと考えられます。

次に取引量を見ていきましょう。2018年末のデータによると、ビットコインの世界全体の時価総額は約17.85兆円にのぼります。国別に分析すると、日本円建ての取引が全体の半数程度を占めており、残りを米ドル、Tether USD（米ドルに対応した仮想通貨）、欧州ユーロ、韓国ウォン、その他通貨で占めています。

現状では日本が世界で一番の仮想通貨（特にビットコイン）大国となっています。ただ5年前は中国が一番の仮想通貨大国であったことを考えると、今後各国の規制や法整備によりシェアが変化していくことは想像に難くありません。

世界シェアの動向を別としても、仮想通貨を決済の一部として導入する国や企業が増えていくことは確実であり、仮想通貨に対する知識を身につけておくことは必要になるしょう。




４．仮想通貨の価値を担保する仕組みとは

仮想通貨はインターネット上の財産価値ですので、現金の様に紙幣やコインなどの実態が存在しません。では、どのようにその価値が担保されているのでしょうか。ピンとこない方も多いと思います。

まず、そもそもお金がどのように価値を担保されているかおさらいしてみましょう。
紙幣やコインは物質的に見ればただの紙と金属です。これに価値を与えているのは発行する国や政府の信頼です。千円札だろうが、一万円札だろうが、どちらもただの紙ですが、これを商品やサービスに交換する価値として認めてくれるのは、使う人々が千円、一万円の価値があると認めているからです。言い換えると、信頼があるから価値が担保されているのです。
この信頼を維持するために、日本では中央銀行が札（日本銀行券）の供給量を調整したり、国が相場に介入して為替を調整しています。

また価値を担保しているのは国だけではありません。例えば、銀行にお金を預けている人は、自分の口座からお金を引き出したいと思ったときに、銀行がそれに応えてくれるという信頼を置く必要があります。
SuicaやICOCAなど現金を入金するプリペイドカードを利用している人は、JR各社が正しく管理してくれるという信頼を置く必要があります。

話を仮想通貨に戻します。前述したとおり、仮想通貨は信頼のある国や政府が発行したものではありませんが、仮想通貨のネットワークに関わっている人々が、流通量や詳細な取引記録を監視しあっています。そのため、記録が書き換えられないという信頼が生まれ、価値が担保されています。

例えば、日本発の仮想通貨であるビットコインでは、誕生から今日までの取引記録が詳細に記録されています。このデータは、ビットコインのネットワークに繋がる全てのコンピューターに共通台帳のように保管されています。この台帳は一定の時間毎に書き加えられ、情報が正しいか確認されています。もしもあるコンピューターがハッキングの被害にあったとしても、コピーが世界中にあるため、システム自体は損害を受けません。
この技術をブロックチェーンといい、ビットコインは価値が担保される理由になっています。

ここで一つ注意しなければならないのは、仮想通貨の仕組み自体は問題なかったとしても、その情報管理をしている業者は完全ではありません。2014年にはマウントゴックス社が、2018年にはコインチェック者がハッキングの被害にあい、数百億円相当の仮想通貨が流出、盗難されてしまいました。業者の個人情報の管理体制や安全性が大変重要なのは言うまでもありません。

また、お金は為替や政府の信用によって価値が変動しますが、仮想通貨も同様に変動する性質があります。ただ変動の度合いは仮想通貨の方が大きいという特徴があります。
これは会社の株式取引とよく似ているのですが、仮想通貨は通貨を売りたい人と買いたい人の間で売買することができ、その需要と供給のバランスで価格が決まります。

もしある仮想通貨「A」を利用したいという人が多ければ多いほど価格は上昇し、反対に利用を希望する人が減っていけば価格は下落します。仮想通貨はお金の様に、自由に発行量を調整することができません。したがって、注目が集まっているものは希少価値が上がり、近年価格が高騰し、いわゆる「億り人」なる人が生まれてきています。

ただ、株式の場合は企業の業績が良ければ投資したいという人が集まり、株価が上昇しますが、仮想通貨はインターネット上の財産価値ですので業績なんてものはありません。仮想通貨の価格はその将来性や信用、知名度によって需要と供給のバランスが生まれ、価格が変動します。


















５．仮想通貨の使い方は難しい？

前章までで仮想通貨の概要や仕組みは理解いただけたのではないでしょうか。次に、仮想通貨を実際、どう使ったらよいのか説明します。慣れない方には難しいのではと思われるかもしれませんが、知識や技能は必要なく、パソコンやスマートフォンがあり、本人認証を済ませれば誰でも簡単に使うことができます。仮想通貨の使い道としては、ショッピングやサービス、飲食代金の決済をはじめ、公共料金の支払いや寄付などがあります。また、取引をして資産運用に活用することもできます。ここでは、もっとも有名な仮想通貨であるビットコインの具体的な使い方について説明していきましょう。

(1)事前準備
実際にビットコインをはじめとした仮想通貨を持つには、 ウォレットと呼ばれる仮想通貨の専用の財布と 日本円をビットコインなどの仮想通貨に両替する取引所の開設が必要になります

(2)ショッピング、サービス、飲食代金の決済

ビットコインが利用できる企業として「ビッグカメラ」が有名です。ビッグカメラでは、インバウンド需要の取込みを目的とし、店舗によってビットコイン決済専用のカウンターが用意されています。事前にスマートフォンにウォレットアプリをインストールして、ログインしておいてください。買いたい商品をレジに通すと、店員さんからQRコードが表示されたスマートフォン（場合によっては専用端末）を提示されます。そうしたらあなたのスマートフォンでウォレットアプリのQRコード読み取り画面を開き、読み取ります。そうすると、支払いに必要なビットコインの数が表示されますので、「支払う」ボタンをタップして下さい。

利用可能な代表的な企業としてもう一つ「メガネスーパー」を紹介しましょう。ここでは、リクルートが運営している「Airレジ」アプリをインストールしておいてください。決済の手順はビッグカメラと同じで簡単です。

他にも全国で200店舗以上の実店舗にてビットコインが使えるようになってきており、今後も増えていくでしょう。店舗によっては、ビットコイン決済の一時停止をしている場合もありますので、利用前に各店舗へお問い合わせすることをお勧めします。

(3)公共料金の支払い

電力・ガス自由化に伴い、新たにインフラ事業に参入してくる民間企業が増えてきました。その中の一部の企業では、取引所と連携しビットコインによる支払いを受け付け始めています。ビットフライヤーでは、大手ガス5社と連携し、ガス料金をビットコインで支払える仕組みづくりを行っています。

(4)寄付

ビットコインを使って寄付をすることもできます。ビットフライヤーでは、赤十字に寄付ができるのに加え、クラウドファンディングを用いた寄付にも利用できます。ビットコインを使って社会に貢献できるなんて素敵ですね。

仮想通貨で決済をするメリットは、海外旅行に行ったときなどに毎回その国の紙幣、通貨に両替する手間や手数料を省ける点です。デメリットは、利用した仮想通貨が購入時よりも値上がりしている状態で決済すると、課税対象になる可能性があることです。

今後、ビットコインをはじめ他の仮想通貨も同じように、 1 つの通貨のような形で当たり前に モノやサービスと交換できる時代になることを期待しましょう。



















６．代表的な仮想通貨とその特徴について

仮想通貨には日本発のビットコインが代表的ですが、その他にも数多く存在しています。ビットコイン以外の仮想通貨は「代替」という意味から「アルトコイン」と呼ばれ、2020年時点で世界に2,000種類以上あるといわれています。これら全てを紹介することはできませんが、代表的な仮想通貨とその特徴について説明しましょう。

(1)ビットコイン
第二章でも説明した通り、世界で初めて誕生した仮想通貨です。流通量、及び価格と掛け合わせた時価総額ともに世界一になります。今や世界中で決済に利用されてきており、アルトコインを購入するための基軸通貨の役割も担っています。
「億り人」でニュースにもなりましたが、2010年に価値が250万倍に跳ね上がりました。取引数過多によるシステムトラブルを抑制するため、後述するビットコインキャッシュ、ビットコインゴールドなど、派生型も誕生しています。

(2)イーサリアム
ビットコインに続き、時価総額第二位の仮想通貨です。マイクロソフトやトヨタなどの企業にて共同研究が行われています。2017年から価値が40倍に高騰しました。

(3)ビットコインキャッシュ
2017年8月にビットコインから分裂するかたちで誕生。ビットコインに比べ決済に長けたものになっており、処理速度が速い特徴があります。発行後約半年で価値が10倍になっており、今後の将来性に期待が膨らんでいます。

(4)リップル
仮想通貨名はXRPといい、リップル社が運営しています。グーグルに代表される複数の大企業が出資をしており、世界上位100銀行のうち、38の銀行と協働しています。今後、国際送金システムとして実用化される予定です。
リップルの送⾦システムは世界中の銀⾏や⾦融機関で注⽬を集めていて、数々の銀⾏から実⽤化に向けた実験が進められています。

(5)ライトコイン
元はグーグルの開発者だった方が開発したもので、ビットコインの次に誕生しました。クレジット決済のVISAと提携し、様々なサービスで使われる予定です。2015年から
価値が約40倍まで高騰しました。

(6)カルダノエイダコイン
(2)で紹介したイーサリアムの開発者が開発したもので、オンラインカジノに使用される予定です。2017年には米国取引所に上場を果たしました。

以上、代表的な仮想通貨を紹介しました。ビットコインの様に代表的なものは言うに及ばず、他にも世界で様々な通貨がつくられ、色々な企業と提携、連携して実用に向けて進んでいます。使用シーンや決済速度など、それぞれの特徴に合わせて使い分ける時代が来るかもしれません。


























７．仮想通貨投資のやり方と儲けるためのコツ、注意点とは？

仮想通貨は持って使うだけでなく、運用や取引、いわゆる投資をすることで資産を増やすことができます。もちろんリスクも伴いますので、始め方から具体的な投資方法、押さえておかなければならない注意点も含めて説明させていただきます。特に今回は最近注目を集めているICOとマイニングについて、詳しく説明していきます。

あくまで方法を紹介するもので、この通りにしたら必ず儲かることを保証するものではありません。悪しからずご了承ください。

(1) はじめ方
まず、仮想通貨の取引所に登録をします。インターネット環境さえあれば、複雑な手順は不要で誰でも登録が可能です。様々な取引所がありますが、トラブルに巻き込まれないよう注意が必要です。中には、仮想通貨のセミナーや教材の勧誘などをしてくる会社もあります。そこで、金融庁に登録された仮想通貨交換業者を確認して選ぶようにしましょう。2020年5月時点で株式会社bitFlyerやGMOコイン株式会社など23社が登録されております。
登録の際には、メールアドレスと、運転免許証やパスポートなどの本人確認書類を用意してください。

(2) 現物取引

初心者の方にまずお勧めしたいのが現物取引です。株式などの有価証券と同じように、価格（株価）が安い時に買って、高くなった時に売り、差額を利益にすることができます。もし購入時の金額よりも価格が下落してしまったとしても、資産価値が目減りするだけなので、余剰資金で取引する分には、生活へ悪影響を与える可能性は低いと思います。
取引の際には、その時点の価格が底値なのか、上がりきった値なのか見極める必要があります。

(3) リバレッジ

現物取引よりはリスクはありますが、大きなお金を動かすことができるのがリバレッジ取引です。もし取引時点のレバレッジが5倍だったとしたら、取引所に1万円の仮想通貨を預けることで、5万円分の取引が可能になります。
上手くいったら少額で大きな利益を得ることができる可能性を秘めていますが、その一方で、大きな損失を発生させるリスクもあります。現物取引で値動きの先読みと判断力、経験を身に付けてから調整するのが良いでしょう。

(4) IOC（イニシャル・コイン・オファリング）

ある企業が証券取引所に正式に上場する前の新規公開株（IPO：Initial Public Offering）をプリセールで購入しておき、上場後に値上がりしたものを売却して儲けを得る方法があります。仮想通貨においても同じようなシステムがあり、これをICO（Initial Coin Offering）と呼びます。

ICOは株式を発行して資金を調達する仕組みに似ています。企業や事業プロジェクトはそれぞれ独自のトークンというデジタル権利証を発行して販売し、新規事業や研究開発に必要なお金を集めます。株式と違うのは、配当や株主総会での議決権などのリターンや対価はありません。

このシステムはトークンセールとも呼ばれ、新たな資金調達手段として新聞でも紹介されるなど注目を集めています。

それでは、ICO の簡単な流れを見ていきましょう。

まず初期のステップとして、企業などはホワイトペーパーといわれる 事業、プロジェクトの目的や計画内容、開発スケジュール、必要資源（人員や設備など金銭以外のもの）を記載した文書を作成します。投資家はこれを読み、計画の妥当性があるか、将来性があるかを評価して投資するか否かを決めていきます。

投資してくれる人が現れましたら、企業等はその人たちに対してプロジェクトのプロモーション活動を行い、トークンの価格や発行枚数などを開示します。その後、トークンを発行し、資金調達をした金額分を 家に付与して上場させます。  

ICOには、事業開発やプロジェクトのための資金調達を目的としたもの以外に、通貨として普及することを目的としたものや、高い利回りの投資対象を作り、資金調達の仕組みを作ることを目的としたものもあります。 
 
ICOには様々なメリットがあります。投資家目線だけでもたくさんあり、まず、自分が関心もっていたり、 将来的に有望だと考える案件に少額から投資することができます。株式とは違い、証券会社などを通さなくてもよいため、手数料や手続きがかかりません。仮想通貨ならではの低手数料と早い決済で、企業に投資をすることができます。
更にICO では世界中のプロジェクトに参加することができるため、投資機会が増え、それに伴い回収の機会も増えます。
もし投資した企業のトークンが取引所に上場されたら他の仮想通貨と交換することができます。保有しているトークンの価格が高騰すれば、取引所を通じて欲しい人へ売却することによって利益を得ることもできます。
また、投資対象は企業に限定されておらず、個人にも直接投資することができます。

企業側にもメリットが沢山あります。
ICO は資金提供を募る投資家が全世界の不特定多数に及ぶので、株式など従来の資金調達手段よりも多くの額を、短期間で 効率的に調達することができます。
また、自社のサービスや製品、商品に魅力や将来性があれば、 知名度に左右されません。これは、最初に多くの資金を準備することが難しいベンチャー企業、 個人にとってうれしい特徴ですね。
最悪の場合、事業が失敗したとしてもトークンが無価値になるだけなので、調達資金の返済は不要となります。

そんなICOにもデメリットがあることも忘れてはいけません。前述したとおりICOは、株式とは違い証券会社などの第三者機関を通さないため、案件自体をチェックする機能が従来方式に比べ甘いです。従って、投資家自身が事業が上手くいくかどうか、将来性があるか見定める必要があります。

また法整備が現状整っていないことによるリスクもあります。実際にICOに関連した詐欺案件や、上場に至らなかったケースも報告されています。
また、投資前に読むホワイトペーパーも、実際に事業が上手くいく可能性がないにもかかわらず、内容を良く見せることができてしまいます。

もちろんポテンシャルが高い事業、プロジェクトも多く存在していますので、投資家自身のビジネス知識、経験、判断力次第ではとても良いツールなのです。

(5) マイニング
マイニングとは、世界中の人々が取り組む計算作業のことです。
主流の仮想通貨であるビットコインの取引記録は、10 分ごとのブロックが連なるチェーン構造になっており、新しいブロックは10 分間の取引データを集めた計算によって作られます。計算の結果、正しい値を見つけることにより直前のブロックとつながることになります。この計算は非常に複雑で、高性能のコンピューターがフル稼働して手当たり次第に数字を試し、 当てはまる値を見つけています。この一連の作業をマイニングといい、マイニングする人々のことをマイナーといいます。
一番最初に計算の答えを見つけた人に報酬が出る仕組みとなっており、報酬を求めて世界中のマイナーたちは競いあっています。
投資方法の一つとして紹介しておいて何なのですが、個人で計算をするには、コンピューターなどの初期投資と維持コストが高いため、残念ながらかなりハードルが高いものとなっています。
この様な理由でマイニングを行なっているのは企業が主体になっています。日本では、GMOインターネットがマイニングを事業として推進しています。
企業の中には、 北欧に大型サーバーをおいて、低コストで運用して利益を最大化しようとしているところもあるようです。今後、仮想通貨への注目が高まっていくのに伴い、マイニングを事業として取り組む会社の数も増えていくかもしれません。 どちらにしても、マイニングを行なう企業があるということは、 事業として成り立ちと見込んだ上で参入することは明らかです。

(6)注意点

仮想通貨は値動きが激しいため、もし利益が出た際は多額のお金を得ることができる可能性がありますが、値下がってしまった場合には莫大な損失を抱えてしまう可能性があります。初心者のうちは少額の取引から始めたほうが良いでしょう。

また、仮想通貨は皆の信用で成り立っているという話をしましたが、たとえ著名人や有名人が購入したなどの情報をみかけても直ぐに信用してはいけません。特に、元本保証を謳っているものなどは本当に信頼できるものなのか、注視する必要があります。

そして、仮想通貨の取引所はハッカーに狙われやすいことも考えておく必要があります。対策として、仮想通貨の資産を様々な自分の「ウォレット」で分散管理をするのも一つの方法です。ウォレットは仮想通貨を管理するためのツールです。ここで注意しておきたいのは、ウォレットの「秘密鍵」をなくさないようにすることです。なくしてしまうと、ウォレットにアクセスができず、仮想通貨を紛失したことになります。繰り返しになりますが「秘密鍵」だけは必ず忘れないよう注意してください。

初心者にとっては大きく稼げる可能性を秘めているものの、不安が多いのも仮想通貨取引の特徴かもしれません。
もし仮想通貨の取引に興味を持っているならば、取引所に登録をおこない、小さな金額から始めてみるのもよいでしょう。
実際に取引を始めてみて初めて気づくことや学びもあると思います。取引所のサポートなども上手に活用しつつ、少しずつ解消していくことが大切です。仮想通貨の取引を楽しめる日がくる様、最初の一歩を踏み出してみてはいかがでしょうか。

































８．仮想通貨の今後の展望について

今までお話しした通り、仮想通貨が誕生し、法定通貨に代わるものとして成長し、商品やサービスを購入する仕組みが整ってきました。また、投資運用方法も数多くあり、2017年にはいわゆる「億り人」という億単位の資産を得た人達がいました。 

ここで少し直近のビットコインの価格を見ていきましょう。昨年2019年4月～7月にかけて高騰し、1ビットコイン140万円に迫りました。それから2020年2月までは100万円代を推移していましたが、コロナショックの影響か3月に急落。1ビットコイン50万円代まで落ち込みました。5月現在は100万円代に戻り、緩やかに推移しています。

今後価格がどう推移するかは誰にもわかりませんが、日本のキャッシュレス化、世界の仮想通貨への注目の高まりは継続しており、現在も新しい仮想通貨が次々と生まれています。 筆者は今後この流れが収まることはないと考えています。なにも無理に仮想通貨の購入をする必要はありません。今まで身近でなかったのなら本書や関連する資料を読んで、将来、決済の変革が起きた時のために準備をしておいてはいかがでしょう。

